
検討事項 
 

府内における 
省エネ・断熱住宅の普及に向けた 

今後の方向性について 

資料１ 



建物は、一度建つと、その後数十年はそのまま使用
される。家庭部門のCO2排出削減に向けて、「住宅」

へのアプローチ（高断熱・高気密・省エネ化）は不可
欠である。 

【主たる課題（これまでの議論から）】 

・設計者、工務店は住宅の省エネ化の意義を伝えられ
る存在であるべきだが、その手法が確立されていない。 

・消費者へは、住宅の省エネ化で暮らしがどのように
改善されるかの情報を提示し、気づきを与える啓発が
必要である。 

・消費者に高断熱・高気密等の住宅の省エネ化による
快適さを体験してもらう場が必要である。 
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【京都府の省エネ住宅普及方策の方向性（案）】 

① ラベリング表示制度の活用による、設計者、
工務店への省エネ説明意識の向上 

② 簡易診断シートを用いた啓発による、消費
者への省エネ知識、意識の浸透 

③ ZEH宿泊体験による、消費者への体験機会

の提供、及び①、②の実証フィールドとして
の活用 
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本日ご議論いただきたい事項 

○次の３つの事業（案）の実現性について 
（設計者・工務店、消費者にとってのメリット、住宅市場へ与
える影響等） 

• ラベリング表示実証事業 

• 住宅の省エネ性能簡易診断シート実証事業 

• ZEH宿泊体験事業 

○その他、府が取り組むべき住まいの断・密
力強化施策について 
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■高断熱・高気密住宅について 
 京都には、特有の気象風土、建築様式に加えて、京都らしい生活文化があり、
府民のライフスタイル、考え方等を考慮した仕組みの構築が求められる。 

 住宅の省エネ性能は、建築物省エネ法に基づき、一定の基準を満たすことが
義務化されるが、それは最低限度の基準。より高性能の住宅を評価する仕組
みが必要 
 

 住宅の快適性をみるには、建築物だけでなく、設備を含めて検討すべき。 
 

■消費者への伝え方について 
 消費者は、投資した費用により暮らしがどのように改善されるかが知りたい。
考え方を縦割りにせず、省エネによる費用対効果、環境負荷低減、健康への
影響等の効果をセットにして伝えることが重要 

 消費者に対して、いきなりＺＥＨを勧めるのではなく、「できること（部分断熱等）
から始める」ことを理解してもらうことが重要。これは、京都北部、南部を問わ
ず共通のアプローチ 

 消費者に断熱の快適さを体感してもらうことが一番の啓発であり、普及の足が
かりとなる。段階的に省エネ性能を高めていけるような仕組みづくりが重要 

注：その後、法改正の結果、300m2未満の建築物への省エネ性能基準は非適用となった。 

これまでの主な議論 
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■住宅性能評価・ラベリング（その１） 
  住宅においては、外皮性能等の評価しにくい部分があるが、一定の評価を
消費者が認識できる風土を作っていく必要がある。 

 住まいの健康診断ではカルテづくりが必要であり、住宅性能評価を数値で表
せるとわかりやすい。全住宅で一律の手法により評価することは難しいが、
評価方法に段階（粗い評価～精緻な評価）を設けることも考えられる。また、
大体でも構わないので、部分改修による省エネ性能の変化が数値でわかる
と良い。 

 住まいの性能表示について、既存の情報では消費者に伝わりにくい。家電ラ
ベルのように省エネによる削減コストが示されると良い。 

 家電の省エネ性能評価のシンプルさに比べて、住宅は複雑。住宅性能をい
かにシンプルに扱えるかが重要。 
 

 
 

 
 

6 

これまでの主な議論 



 
■住宅性能評価・ラベリング（その２） 
 耐震性能評価では、消費者が15個のチェック項目に回答することにより、住

宅の耐震性能を簡易診断することができるリーフレットがある。省エネ性能評
価に応用して、分かりやすい評価ポイントを作成し、ユーザーに配布してはど
うか。 

 改修により外皮性能が向上すれば住宅の価値が上がるということを消費者
にしっかりと説明する必要がある。また、自己評価による表示を促すような仕
組みが必要ではないか。 

 ヒートショックと住宅性能との関連性がわかると、省エネへの理解も進みやす
いのではないか。 
 

■設計者、工務店へのアプローチ 
 消費者だけでなく、工務店や設計者側の考え方に対しても「できる対策から、
取り入れてみよう」という意識に変えていく必要がある。 

 設計者、工務店は、リフォームの意義を伝えられる存在でなければならず、
工務店等への啓発が重要。（冷蔵庫やテレビ、車は買い換えられるのに、住
宅のリフォームはなぜされないのか） 
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これまでの主な議論 



 
■体験型住宅 
 消費者の認知度向上のためには、体験が有効であることから、消費者が触
れやすいツール（モデル住宅等）の常設が求められる。 

 大阪市では、宿泊体験が可能なモデルハウスを設置している工務店をリスト
化している。民間が行う省エネ住宅での宿泊体験イベント等を行政が評価し
てPRできないか。 

  

■子どもへの教育 
 大学生へのアンケート調査では、住宅の省エネ化を温暖化対策として捉えて
いる学生はわずか。多くの学生は、温暖化対策が我慢を伴うことであると考
えており、その認識を変えるための教育部局との連携も必要ではないか。 
 

■その他 
 住宅の領域では、環境とデザインを対立するものと捉えている人が多い。こ
れらが両立すると考えられれば、省エネ住宅を取り巻く状況は劇的に変わる
のではないか。 

 住宅の省エネ化に対する建築士の考え方は一つではないことから、建築士
の思いを探りながら、考えていく必要があるのではないか。 8 

これまでの主な議論 



京都府においては、省エネ基準よ
りも更に優れている住宅の省エネ
性能の情報が消費者へ伝わる仕
組みを構築したい。（ラベリング） 
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新  築 

京都府の省エネ住宅普及方策の方向性について① 

建築物省エネ法において、省エネ
基準を満たしているかどうかは建
築士から建築主へ説明されること
となる。(2021年4月～)【参考】参照 

法改正 

京都府の施策 

ラベリング制度の活用 

住宅購入時に、省エネ住宅の採
用を促したい。 
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京都府の省エネ住宅普及方策の方向性について① 

ラベリング制度の活用 

 そのためには、住宅の省エネ性能を計算し、消費者へ示す
ことができる設計者、工務店の普及が不可欠である。 

 中小工務店でも住宅の省エネ性能を示せるようになること
で、工務店による省エネ機能・技術の採用拡大や、大手ハ
ウスメーカーとも遜色のない省エネ性能を有することのア
ピール等が期待できる。 

 設計者、工務店のスキルアップ及び省エネ性能表示促進のために、
建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）及び自己評価をもっと活
用できないか。 

 ※現状の利用率：新築住宅の約2.5% 

 ※家電製品で成功した省エネラベル制度のように、建築物でも上手く活用して
いくことができないか。 

京都府においては、省エネ基準よりも更に優れている住宅の省エネ性能の
情報が消費者へ伝わる仕組みを構築したい。（ラベリング） 
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建築物省エネ法第7条に基づく建築物の省エネ性能表示の
ガイドラインに従った自己評価ラベルの活用 

第三者認証を取得せず、WEB上の算定シス

テムを用いて自己評価ラベルの出力及び
BELSの☆算定が可能 



研究：府内で協力していただけるいくつかの工務店において、
過去に新築した住宅について自己評価によるラベリングを適
用し、ラベリング表示の実効性を研究する。 
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【目指すもの】 
全ての新築住宅におけるラベリング表示 

ラベリング表示実証事業（案） 

実証：府内で協力していただけるいくつかの工務店において、
住宅新築時に、BELSの取得もしくは自己評価によるラベリング
表示（モデル事業） 

ステップ２ 

ステップ１ 

【実証事業のために】協力していただける工務店の公募 

目的：既存のラベリング制度を地元工務店とともに実験的に活用す
ることで、ラベリング表示普及に向けた課題等を整理する。 

事業フロー案 
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（参考）建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）の活用 

建築物のエネルギー消費性
能の向上に関する法律第7

条に基づく建築物のエネル
ギー消費性能の表示に関す
る指針（建築物の省エネ性
能表示のガイドライン）に基
づく第三者認証制度 
 

申請手続きを経て、第三者
認証を取得することで、左図
のようなラベル表示が可能と
なる。 



省エネ・断熱改修による効果を伝えるためには、現在
居住している住宅の省エネ性能を知る必要がある。ま
た、消費者だけでなく、工務店や設計者側にも「できる
対策から、取り入れてみよう」という意識に変えていく必
要がある。 
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既  築 

京都府の省エネ住宅普及方策の方向性について② 

消費者が現在居住している住宅の省エネ性能の理解や住宅
の省エネ知識の習得を進め、住宅の省エネ性能の向上を図る
ための改修に向けて、より専門的な診断を行う際の参考となる
簡易診断シートを作成できないか。 
（例：誰でもできるわが家の耐震診断） 

簡易診断シートによる啓発 
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住宅の省エネ性能簡易診断シート実証事業（案） 

簡易診断シートのイメージ （参考）誰でもできるわが家の耐震診断 
監修：国土交通省住宅局 
編集：財団法人 日本建築防災協会 省エネ診断問診表（例） 

問診１：何年基準の省エネ基準を満たしてい
ますか。 
①平成28、25年基準（1点） 
②平成11、４年基準・昭和55年基準（0点） 
③わからない（0点） 

 
問診２：窓の仕様について 
①複層ガラス・二重窓（1点） 
②単板ガラス（0点） 
③わからない（0点） 

 
問診３：外壁・屋根の断熱について 
①・・・ 
②・・・ 
③・・・ 
・ 
・ 
・ 

合計 
○○点以上：省エネ性能に優れた住宅です。 

○○～○○点：部分的な改修でも、省エネ性
能が向上します。リフォームの際は、省エネ性
能についても検討しましょう。 
【省エネ改修方法や体験者の事例紹介】 

⇒問診事項、事例等の検討が必要 
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住宅の省エネ性能簡易診断シート実証事業（案） 

簡易診断シート（試作版）の作成 

【目指すもの】 
住宅改修の際、確定版簡易診断シート活用による省エネ改修 

目的：消費者が自宅の省エネ性能を自らチェックできる簡
易診断シートを作成し、啓発ツールとして活用することで、
省エネ性能の理解や住宅の省エネ知識の習得を進め、
住宅の省エネ性能の向上を図るための改修等を促す。 

事業フロー案 

簡易診断シート（試作版）を用い、消費者・ 
設計者・工務店による使用実証 

実証を踏まえた確定版簡易診断シートの作成 
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京都府の省エネ住宅普及方策の方向性について③ 

＜新築・既築に共通する課題＞ 
省エネ・断熱改修効果を実感してもらうための体験型コンテンツを府民へ提供でき
ないか。 

 
・地元工務店（ZEHビルダー）の協力のもと、ZEH宿泊体験事業を実施し、消費者へ
の体験機会の提供 

・本事業のなかで、ラベリング表示や住宅の省エネ性能簡易診断シートの実証をあ

わせて実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

【協力工務店】 
工務店で過去に新築した住宅（ZEH

に限らない）について自己評価によ
るラベリングを適用し、ラベリング
表示の実効性を研究する。（いくつ
かのラベリングを宿泊体験のモデ
ルハウスで展示） 

【宿泊体験参加者】 

住宅の省エネ性能簡易診
断シートの使用体験も行う。 

ZEH宿泊体験事業（案） 
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ZEH宿泊体験事業（案） 

事業フロー案 

協力事業者（ZEHビルダー）の公募 

【目指すもの】 

省エネ・断熱改修効果を実感してもらうための体験型コンテンツ
の府民への提供、及び体験後アンケート結果の施策への反映 

府HP等でのZEH宿泊体験事業の広報 

参加申込者によるZEH宿泊体験 
 
・ZEH宿泊体験施設内における・過去の既築住
宅のラベリング表示例の展示 
・簡易診断シートの使用体験 

宿泊体験後アンケート 
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【参考】建築物省エネ法の改正について 
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